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基本施策７   安全・安心 

障害のある人が地域において、安全・安心に暮らすことができるよう、地域の団体、事業者、

行政等との連携の下、さまざまな防災・防犯対策を講じて、災害等に強い地域づくりを推進して

いくことが重要です。 

災害発生時や災害が発生するおそれがある場合に、避難行動要支援者名簿等を活用した障害

のある人に対する避難支援や、その後の安否確認を行うことができる地域体制を整備するとと

もに、障害のある人に対して適切な情報の伝達ができるよう、民間事業者、消防機関、都道府県

警察等の協力を得ながら、障害特性に配慮した情報伝達の体制を整備していくことが求められ

ています。 

「福祉避難所の確保・運営ガイドライン」等を踏まえ、必要な福祉避難所の確保や、避難所に

おいて障害のある人が障害特性に応じた支援と合理的配慮を得ることができるよう市町村の取

組を推進することが必要です。 

犯罪被害や消費者トラブルの防止、被害からの救済を図るため、障害のある人の障害特性に

配慮した相談体制や情報提供、関係機関との連携の促進が求められています。 

市の現状と課題 

■〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇。 
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 ● 市民の声 ●  

アンケート調査結果より 

テーマ別部会等の意見より 

災害に備えた準備をしていない人が約４割 

32.6

58.8

8.6
無回答 

なかった 

あった

近年の災害時 

に困ったこと 
58.2

34.8

7.0

災害時に 

避難する場所の 

認知度 

無回答 

知らない 

知って
いる 

近年、自然災害が多く、災害時の避難場所の認知度は約６割 

53.837.6

8.6
無回答 

災害時に 

備えた 

日頃の準備 

している 

何も 
して 
いない 

災害時に備えて日頃から心がけている・

準備していること（上位３項目） 

●震災時や緊急時に連絡できるよう、家族や

知人などの連絡先を把握している 

●災害時に避難する避難場所までの移動ルー

ト・方法などを確認している 

●震災時の非常持出品等の中に、障害特性に

応じた医薬品や食料等を用意している 



3 

基本施策８   権利擁護、啓発、差別の解消 

障害のある人が地域で安心して生活を送ることができるよう、成年後見制度の利用支援や障

害者虐待防止法の適切な運用など障害のある人の権利擁護のための取組を進めていくことが重

要です。 

障害者差別解消法や同法に基づく基本方針・対応要領・対応指針に基づき、障害を理由とする

不当な差別的取扱いの禁止や、障害のある人に対する必要かつ合理的な配慮(合理的配慮)の提

供を徹底するなど、障害を理由とする差別の解消に向けた着実な取組を推進していくことが求

められています。 

地域において障害を理由とする差別の解消を進めていくため、地方公共団体においては、障

害者団体や事業者、地域の関係機関など多様な主体との連携（障害者差別解消支援地域協議会）

により、障害者差別解消法の意義や趣旨、求められる取組等について一層の広報・啓発活動に取

り組むことが必要です。 

市の現状と課題 

■〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇。 
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 ● 市民の声 ●  

アンケート調査結果より 

テーマ別部会等の意見より 

37.9

52.4

9.7

無回答 

感じない 

感じる

障害による 

差別や偏見を 

感じること 

障害による差別や偏見を感じている人が約４割、虐待の通報先を知らない人が６割以上 

差別や偏見を感じる

場面 

●人間関係 

●街のなかでの視線 

●交通機関の利用 

●仕事や収入 

●店などでの対応・態度

●病院や診察所での対応

など

進んでいる

19.5

20.8

後退してきている

6.3

5.1

どちらともいえない
（わからないも含む）

68.8

68.0

無回答

5.4

6.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

市民

行政職員

≪障害に対する市民・行政職員の理解の浸透に対する評価≫ 

31.8

62.3

5.9

無回答 

知らない

虐待を受けた 

・発見した時の 

通報先認知 

知っている
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基本施策９   情報・コミュニケーション、行政等における配慮 

障害のある人が円滑に必要な情報を取得・利用し、意思表示や意思疎通を行うことができる

よう、障害特性に配慮した支援機器やサービスの提供等による環境整備に取り組み、情報の利

用のしやすさ（アクセシビリティ）を向上していくとともに、意思疎通支援を担う人材の育成・

確保やサービスの円滑な利用の促進など意思疎通支援の充実を図ることが重要です。 

障害のある人がその権利を円滑に行使できるよう、行政手続や選挙等において必要な環境整

備や障害特性に応じた合理的配慮の提供を行うとともに、行政情報の提供等にあたっては、情

報支援機器（ＩＣＴ）等の利活用も検討するなど、利用のしやすさ（アクセシビリティ）への配

慮に努めることが重要です。 

行政機関の職員等に対して、より一層の理解促進が必要な障害や、外見からは分かりにくい

障害の特性、複合的に困難な状況に置かれた障害のある人に求められる配慮等を含めて必要な

研修を実施するなど、行政窓口における配慮や対応力の向上を図っていくことが必要です。 

市の現状と課題 

■〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇。
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 ● 市民の声 ●  

アンケート調査結果より 

個別調査（障害者団体アンケート）結果より 

テーマ別部会等の意見より 

55.332.2

12.5
無回答 

市役所からの 

情報発信への 

取得状況 

不十分 十分 

障害種別でコミュニケーション手段・手法が大きく違うため、特性に応じた情報発信・支援が必要

≪市役所からのお知らせ等の情報の入手先≫ 
（上位５項目） 

49.2

22.0

17.4

11.2

9.5
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知的障害 発達障害 視覚障害 聴覚・平衡機能障害

≪会話やコミュニケーションを図る際に用いる手段・手法≫ 
（％）

情報の入手にかかる困りごとは●●が約■割、必要な支援や効果的な手法は◎◎が半数以上 


